
 

 

 

 

 

 

 

  

 

10月13日の県人勧を受け、10月21日に第116回

中央委員会を開催し、確定闘争へ向けた賃金・職

場改善、人員確保などの取り組み方針を確立する。 

確定闘争の具体的な交渉は10月23日の人事課

長交渉を皮切りに、11月９日の総務部長交渉まで

の間となる。11月１日の地公共闘人事課長交渉を

ヤマ場とし、状況により交渉押上げのため県庁座

り込み配置を行う。 

４年連続の賃上げの実現・年内差額支給と、退職手当引下げ阻止など賃金決定の大切

な時期であり、今確定闘争に多くの組合員の結集を要請する。（交渉日程の詳細は裏面掲載） 

 

 

 

 

確定闘争の

要求を押し上

げるべく、知事

あて大型ハガ

キ署名に取り

組む。11月１日

の交渉ヤマ場

の地公共闘人

事課長交渉な

どで提出する。

「職場の一言

要求」欄に切実

な声を記載し、

当局に直接伝

えていく。組合

員をはじめ多くの職員の署名をお願いする。 

 

 

【賃金課題】（地公共闘課題） 

・月例給・一時金の早期改定・年内差額支給 

・「退職手当」引下げ阻止 

・高齢層職員の勤務意欲維持のための賃金改善 

・通勤手当の自己負担解消（高速道路利用、交通用具

利用の70㎞以上の距離区分新設）、住居手当改善 

・交通用具利用の手当改定ルール化 

・介護等の両立支援の休暇制度、不妊治療の支援策 

・ハラスメント対策の充実（相談窓口の改善等） 

【県職労独自課題】 

・欠員の即時解消、業務実態を踏まえた人員確保 

・長時間労働是正策、勤務時間管理の適正管理、手当

の全額支給（超勤予算確保） 

・高齢層職員の実感できる勤務意欲確保策 

・任期付職員の任期の定めのない職員選考採用枠拡大 

・沿岸部の住居（公舎等）の確実な確保 

・再任用希望者全員の確保（雇用と年金の接続） 

「職場の一言要求」に各分会で

の要求事項や生活・職場改善の

切実な声を自由に記載しよう！ 
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衆議院選挙終盤

戦！憲法を暮らし

に活かす政治に取

り戻すため、比例

区・「社民党」への

支持拡大を！ 
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◎交渉日程 

 10/23の週（人事課総括課長交渉）：10/23地公共闘、10/26県職労（独自課題） 確定要求書提出 

 10/30の週（人事課総括課長交渉）：11/1地公共闘、11/2県職労（独自課題） 交渉ヤマ場 

 11/６の週（総務部長交渉）：11/８地公共闘、11/９県職労（独自課題）   確定闘争最終局面 

 

 

 

 

今回の衆議院選挙の影響により、私たちの賃金改善に重要な影響を与えている。国の人勧を反映した

給与法改正案の成立目処が立っていないため、総務省は「地方公務員の給与決定に当たっては、国家公

務員給与も考慮事項の１つ。国の給与法改正を待って行うべき」とし、各地方自治体に不当な指導を行

っている。こうした情勢もあり、今年のプラス改定・差額支給時期が不透明だ。給与法の成立が12月県

議会に間に合わなければ、２年前と同様に給与改定・差額支給が越年となる可能性がある。 

 ４月の公民較差であり、早期改定が筋だ。確定闘争で当局の姿勢を追及していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 衆議院選挙が終盤戦を迎えた。報道各紙は安倍自公政権が300議席を窺う情勢と報じ、

自民党はこれを受け、憲法９条に自衛隊を明記する改憲発議を加速させる姿勢だ。現時

点の情勢では改憲勢力が３分の２を上回る勢いを見せており、社民党を中心に立憲野党

が歯止めをかけなければならない。県職労推薦の「社民党」は比例東北ブロックの議席

確保に向け、支持拡大に全力を挙げており、終盤戦での一押しが「改憲」に歯止めをか

け、真の地方自治確立のために重要となる。「憲法を活かす政治」の社民党の政策は次

のとおり。棄権は危険。必ず選挙で一票を投じ、政治を取り戻そう。 

 

 

 

 

 

 

 

選挙区は、１区：階 猛 ２区：畑 こうじ ３区：小沢 一郎を「支援」しています。 

 

 

 衆議院選挙と同時に最高裁判所国民審査が行われ、７人が審査を受ける。小池裕・菅

野博之・大谷直人の３人は辺野古新基地建設阻止のための「知事による辺野古埋め立て

承認取り消し」に係る訴訟で沖縄県を違法と判断。憲法・人権軽視の姿勢だ。不信任を。 

 

 

 ○ 平和憲法は変えさせない。辺野古新基地建設反対。原発ゼロの実現。 

 ○ 家計を温めボトムアップの経済政策（消費税10％ＮＯ、最低賃金時給1,000 円の実現） 

 ○ 雇用の安定と人間らしい尊厳ある働き方（非正規雇用の待遇改善、人間らしい働き方の実現） 

 ○ 安心の年金・医療・介護の確立。待機児童問題の解決、教育無償化の推進。 


